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10㎡　法基準

都市公園面積/都市計
画区域内人口

１　目的達成度 2

3

５：非常に高い　４：高い　３：どちらともいえない　２：低い　１：非常に低い

公園管理事業

公園緑地

都市整備課長作
成
者

役職コード

01-01-07
氏名 樽家真佐人

電話 64-1833

身近な公園緑地の整備を市民、企業、行政の連携協力のもと検討していく。

地域の活性化に必要な宅地開発との十分な調整を図り、豊かな自然に包まれた癒しの空間の創出に努める。

公園緑地の配置については、少子高齢化や余暇活動の変化、遊びの変化などを考慮し、市民が日常的な
レクリェーション活動を行える場としてだけでなく、災害に強いまちづくりを行うための避難場所を兼
ねた公園として配置していくよう｢備前市緑の基本計画」を策定し、検討していく。

公園緑地は、市民のためのふれあいの場、癒しの空間、レクリェーションの場であるとともに、防災、避
難、都市景観の向上など幅広い機能を有するためその整備充実に努める。

現在開設されている都市公園は6箇所(25.7ｈａ)で、都市計画区域内人口一人当たり面積(6.13㎡)は、法
による整備基準(10㎡)を大幅に下回っています。児童公園、地区公園などのその他の公園もありますが、
公園用地の確保の問題などから身近な公園や緑地が不足しています。今後は、瀬戸内海に臨んだ海と緑、
良好な気候などの自然環境の保全とともに｢備前市緑の基本計画」を策定し、公園緑地の配置を検討する必
要がある。
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浜山干拓地購入事業が、平成19年度をもって完了したことに伴い、平成20年度は減額は止む
を得ない。
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全ての公園を都市公園として一元管理することにより、コスト縮減につ
ながり、都市公園にすることにより公園面積も増え目的を早期に達成で
きる
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３　施策の有効性

今後は、市民の意見を参考に市民が身近に利用でき、親
しみやすい公園整備に努める必要がある。

成果指標中、1人あたりの都市公園面積が少な
い。

備前市緑の基本計画の策定が必要である。

地域の活性化に必要な宅地開発との調整を図
ることが重要である。

市民に密着した、小規模の整備を年次的にしていく必
要がある。

2

事故件数を0に
する

今後の展開・
協働の可能性・
事業の見直し等
の担当への指示

県平均値

3
目標

達成率
実績

87.1

0.0

4
目標
実績

達成率

ベンチ

公園整備面積の増加が見られない

評価評価 判断理由

二次評価

ハード事業

公園維持管理事業

(社)日本公園緑地協会費

全国都市公園整備促進協議会費

浜山干拓地購入事業

内部管理

内部管理

（平成18年度事業）

維持管理

内部管理

H19

-45

-35

-25

-15

-5

5

15

25

35

0 10 20 30 40 50

重要度

満
足
度

備前市総合計画の内容から記載する

⑤　施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）
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＜強化領域＞
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の検討が必要
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